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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．営業収入には、消費税等は含まれておりません。 

２．第４期中及び第４期については、子会社がないため連結財務諸表を作成しておりません。 

３．第５期中、第６期中及び第５期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

４．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は各期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

  

回次 第４期中 第５期中 第６期中 第４期 第５期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

営業収入 （千円） ― 1,521,187 1,852,758 ― 3,164,071 

経常利益 （千円） ― 149,707 338,119 ― 414,794 

中間（当期）純利益 （千円） ― 60,846 183,845 ― 200,797 

純資産額 （千円） ― 229,246 879,557 ― 718,846 

総資産額 （千円） ― 1,865,061 2,106,523 ― 2,338,275 

１株当たり純資産額 （円） ― 10,989.77 38,815.44 ― 31,723.17 

１株当たり中間（当期）純

利益金額 
（円） ― 2,916.91 8,113.21 ― 9,589.62 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
（円） ― ― ― ― ― 

自己資本比率 （％） ― 12.3 41.8 ― 30.7 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） ― 150,429 120,083 ― 456,787 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） ― △69,266 △158,869 ― △93,313 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） ― 13,929 △400,006 ― 185,835 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
（千円） ― 611,809 627,235 ― 1,066,028 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

― 

(―)

343 

(182)

367 

(235)

― 

(―)

331 

(184)



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．営業収入には、消費税等は含まれておりません。 

２．第４期中については、中間財務諸表を作成していないため記載しておりません。 

３．第４期の持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

４．第５期中、第６期中、第４期及び第５期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５．第５期中及び第６期中は、中間連結財務諸表を作成しているため、持分法を適用した場合の投資利益、営業

活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー

及び現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高は記載しておりません。 

６．第５期は、連結財務諸表を作成しているため、持分法を適用した場合の投資利益、営業活動によるキャッシ

ュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同

等物の中間期末（期末）残高は記載しておりません。 

７．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は各期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

回次 第４期中 第５期中 第６期中 第４期 第５期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

営業収入 （千円） ― 1,519,391 1,852,758 2,797,417 3,159,606 

経常利益 （千円） ― 174,465 338,406 286,467 440,501 

中間（当期）純利益 （千円） ― 68,637 184,132 316,104 209,957 

持分法を適用した場合の投

資利益 
（千円） ― ― ― ― ― 

資本金 （千円） ― 129,550 304,375 129,550 304,375 

発行済株式総数 （株） ― 20,860 22,660 1,043 22,660 

純資産額 （千円） ― 237,037 889,005 166,582 728,007 

総資産額 （千円） ― 1,875,658 2,115,172 1,761,930 2,346,365 

１株当たり純資産額 （円） ― 11,363.27 39,232.36 159,714.91 32,127.43 

１株当たり中間（当期）純

利益金額 
（円） ― 3,290.40 8,125.87 309,299.54 10,027.11 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
（円） ― ― ― ― ― 

１株当たり配当額 （円） ― ― ― ― 1,000 

自己資本比率 （％） ― 12.6 42.0 9.5 31.0 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） ― ― ― 327,385 ― 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） ― ― ― △44,068 ― 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） ― ― ― 91,598 ― 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
（千円） ― ― ― 516,717 ― 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

― 

(―)

339 

(181)

365 

(235)

338 

(111)

330 

(184)



２【事業の内容】 

    当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、コア事業として通所介護サービス業務を営む当社（株式会社やまね

    メディカル）及び子会社２社（有料人材紹介事業を営む株式会社キャリアアップ並びにＩＴ事業を営む株式会社オー

    ワン）により構成されております。 
  
    当中間連結会計期間においては、有料人材紹介事業を営む株式会社キャリアアップ及びＩＴ事業を営む株式会社オ

  ーワンの子会社２社とも、事業の立上げ段階における業績不振による赤字の発生を遮断するため、事業を休止してお

  ります。その他の当社グループが営む事業の内容については重要な変更はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

   （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー）は、当中間連結会計期間の平均人員を 

  （ ）外数で記載しております。 

  ２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属し 

  ているものであります。 

(2）提出会社の状況 

    （注）  従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー）は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外 

  数で記載しております。 

(3）労働組合の状況 

  労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

通所介護事業 335（227） 

全社(共通) 32  （8） 

合計 367（235） 

  平成19年９月30日現在

 従業員数（人） 365（235） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当中間連結会計期間におけるわが国経済は、底堅い設備投資を中心とする企業部門の好調を背景に、緩やかな拡

大基調を持続いたしました。しかしながら、米国のサブプライムローン問題に端を発した世界的な金融市場の動揺

と原油・各種原料高による先行き不安を抱え、景気持続への試練の時期を迎えております。一方、介護業界の環境

を顧みますと、一部企業の不祥事件が大きな社会問題となり、業界に対する社会的不信感を招くとともに、介護関

連業界全体としては、平成18年４月の介護報酬改定の影響による業績低迷から脱却できない状況が続きました。 

       この間にあって当社グループは、ご利用者の満足を一層充足するため、介護技術・ノウハウの高度化によるベス

      トサービスの提供に努めるとともに、事業運営全般にわたる生産性の向上に注力いたしました。 

        さらに、当社グループの通所介護事業においては、５月に東京都葛飾区にデイサービスセンター（ 以下「ＤＳ 

      」といいます）なごやか新小岩を、６月に東京都台東区にＤＳなごやか鶯谷を、８月に東京都品川区にＤＳなごや

      か小山及び東京都葛飾区にＤＳなごやか亀有を、それぞれ開設いたしました。 

        この結果、当中間連結会計期間における当社グループの営業収入は1,852,758千円（前年同期比21.8％増）、営 

      業利益は349,850千円（前年同期比113.6％増）、経常利益は338,119千円（前年同期比125.9％増）、中間純利益は

      183,845千円（前年同期比202.1％増）となり、当中間連結会計期間についての当初の見通しを上回る業績をあげる

      ことができました。 

  

      当中間連結会計期間の事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

      （通所介護事業） 

        通所介護事業においては、５月に東京都葛飾区に「ＤＳなごやか新小岩」の開設をはじめとして、新たに４施設

   開設し、既存施設と合わせて直営ＤＳを46箇所（平成19年９月30日現在）展開しております。当中間連結会計期間

   におきましては、これらの施設における登録者数及びご利用者数は順調に増加し、業容が拡大することにより営業

   収入が増加いたしました。 

    以上の結果、当事業の営業収入は1,837,155千円（前年同期比22.2％増）となりました。 

  

    （フランチャイズ事業） 

        フランチャイズ事業においては、８月にそれぞれ１箇所のＤＳを運営しておりました群馬県高崎市の(有)ヨシ建

   築設計事務所及び群馬県前橋市の(株)福島合板とのフランチャイズ契約を解消いたしました。これらによりまして

   平成19年９月30日現在におきましては８箇所のフランチャイズによるＤＳを展開しております。当中間連結会計期

   間におきましては、２箇所のフランチャイズ契約を解消したものの、登録者数及びご利用者数の順調な増加により

   営業収入は増加いたしました。 

     以上の結果、当事業の営業収入は15,602千円（前年同期比31.6％増）となりました。  

  

(2）キャッシュ・フロー 

  当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、627,235千円となりまし 

た。各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。 

  

      （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

          営業活動の結果得られた資金は、120,083千円（前年同期比30,345千円減）となりました。 

     これは主に、通所介護事業・フランチャイズ事業の業績が堅調に推移したことにより税金等調整前中間純利益

    が増加したものの、法人税等の支払額の増加により前年同期比に比べ減少する結果となり資金支出が生じたこと

    によるものであります。 

  

      （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

          投資活動の結果使用した資金は、158,869千円（前年同期比89,603千円増）となりました。 

       これは主に、通所介護事業のための新規の施設を開設及び既存施設の改修などによる有形固定資産の取得によ

        る支出によるものであります。 

  

      （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   財務活動の結果使用した資金は、400,006千円（前年同期比413,935千円増）となりました。 

  これは主に、長期借入金の繰り上げ返済によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社グループは、在宅介護事業のうち通所介護事業を行っており、該当事項はありません。 

(2）受注状況 

 当社グループは、在宅介護事業のうち通所介護事業を行っており、該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

   （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  ２．セグメント間の取引は、相殺消去しております。 

  ３．当社グループは、主に一般顧客を対象とした通所介護事業を行っておりますので、特定の販売先はあ 

  りません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

 前年同期比（％） 

通所介護事業（千円） 1,837,155 122.2 

フランチャイズ事業（千円） 15,602 131.6 

合計（千円） 1,852,758 121.8 



３【対処すべき課題】 

      現在、介護関連業界は２つの大きな問題に直面しております。 

     その一つは、国家レベルの問題として、高齢社会の急速な進行に伴って要介護者の加速的な増加が予想されるなか

    で、介護保険制度の健全性を維持し、財政負担増を極力抑えるために介護報酬を抑制的に運用する基本的行政方針が

  持続していることであります。 

     いま一つは、当中間連結会計期間の期中において、一部企業の不祥事が介護業界に対する社会的不信感を招いたこ

  とであります。 

      このような環境に対処して、当社の課題は、介護事業活動の生産性を高めて経済価値を創出することにより、ご利

    用者への高品質のサービス提供と、従業員の働きがいの増進を通じて事業の継続性を確保し、市場経済の枠組みに適

    応できる事業体質を確固たるものに構築することであります。これが同時に、介護保険財政や国家財政の改善にも貢

    献し、当社が介護企業としての社会的使命・責務を果たす正道と認識しております。 

      以上の課題を踏まえて、当社グループは「経済価値の創出による企業価値の創造と向上」を目標とし、その実現の

    ために「地道な事業活動による企業価値創造経営の実践」を基本方針としております。また、企業価値の継続的な向

  上を図るには、競争力・生産性・適応力を高めることが不可欠であり、その具体的な施策として、当中間連結会計期

  間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題は、次のとおりであります。 

  

   （ステークホルダーとの相互発展） 
  
      (1) 生産性と企業利益の向上により、社員の報酬と待遇を改善します。 

      (2)  堅実に企業価値を向上することにより、株主利益の向上を実現します。 
  
  

４【経営上の重要な契約等】 

  当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

      当社は通所介護事業を行っており、該当事項はありません。 

  



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

     当中間連結会計期間において、新たに開設した施設は４施設であり、その主要な設備の状況は、以下のとおりで 

 あります。 

  

   提出会社 

   （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

         ２．従業員数の（  ）は、臨時雇用者数を外書しております。 

  

   （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

         ２．従業員数の（  ）は、臨時雇用者数を外書しております。 

  

 (1) 前連結会計年度末に計画したもので、当中間連結会計期間において完成したもの   

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
(人)   建物及び 

  構築物 
(千円) 

工具器具備品 
(千円) 

合計 
(千円) 

なごやか新小岩 

(東京都葛飾区) 
通所介護事業 

デイサービ 

スセンター 
14,098 325 14,424 

     5  

(2) 

なごやか鶯谷 

(東京都台東区) 
通所介護事業 

デイサービ 

スセンター 
9,832 413 10,246 

5  

(4) 

合計  23,931 739 24,670 
10  

(6) 

 (2) 当中間連結会計期間において確定し、完成したもの   

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
(人)   建物及び 

  構築物 
(千円) 

工具器具備品 
(千円) 

合計 
(千円) 

なごやか小山 

(東京都品川区) 
通所介護事業 

デイサービ 

スセンター 
12,692 514 13,207 

     4  

(3) 

なごやか亀有 

(東京都葛飾区) 
通所介護事業 

デイサービ 

スセンター 
17,066 514 17,581 

6  

(2) 

合計  29,759 1,029 30,788 
10  

(5) 



２【設備の新設、除却等の計画】 

(1） 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は次のとおりであります。 

   提出会社 

   （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2） 重要な設備の除却等 

     当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等の計画はありません。 

事業所名 所在地 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調
達方法 

着手及び完了予定
年月 完了後の

収容能力
(人) 総額 

(千円) 
既支払額
(千円) 

着手 完了 

なごやか 

亀戸 

東京都 

江東区 

通所介護

事業 

デイサービ

スセンター 
16,125 13,000 自己資金

平成19年

６月 

平成19年

10月 
 35～45 

なごやか 

田園調布 

東京都 

大田区 

通所介護

事業 

デイサービ

スセンター 
20,326 15,180 自己資金

平成19年

７月 

平成19年

11月 
 35～45 

なごやか 

永田町 

東京都 

千代田区 

通所介護

事業 

デイサービ

スセンター 
17,288 16,700 自己資金

平成19年

８月 

平成19年

11月 
 35～45 

なごやか 

日暮里 

東京都 

荒川区 

通所介護

事業 

デイサービ

スセンター 
15,188 － 自己資金

平成19年

10月 

平成19年

12月 
 35～45 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  （注） 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 80,000 

計 80,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月20日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 22,660 22,660 
大阪証券取引所 

（ヘラクレス） 
（注） 

計 22,660 22,660 ― ― 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年４月１日～

平成19年９月30日  
－ 22,660 － 304,375 － 254,375



(5）【大株主の状況】 

 （注） 上記の信託銀行所有株式数のうち、当該銀行の信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)  1,032株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)        51株 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 
（％） 

山根 洋一 東京都中央区 19,600 86.50 

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社（信託

口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,032 4.55 

中銀投資事業組合３号 岡山県岡山市丸の内１丁目14番17号 440 1.94 

株式会社中国銀行 岡山県岡山市丸の内一丁目15番20号 300 1.32 

ゴールドマン・サックス・

インターナショナル 

（常任代理人 ゴールドマ

ン・サックス証券株式会社

東京支店） 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, U.K 

（東京都港区六本木６丁目10番１号六本木ヒルズ

森タワー） 

193 0.85 

岩崎 泰次 静岡市駿河区 80 0.35 

山田 裕一 横浜市都筑区 69 0.30 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 66 0.29 

中銀投資事業組合２号 岡山県岡山市丸の内１丁目14番17号 60 0.26 

日本マスタートラスト信託

銀行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 51 0.23 

計 ― 21,891 96.61 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ― 

完全議決権株式（その他）   普通株式  22,660 22,660 
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 22,660 ― ― 

総株主の議決権 ― 22,660 ― 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

役職の異動 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 387,000 352,000 353,000 280,000 253,000 235,000 

最低（円） 224,000 234,000 257,000 208,000 223,000 160,000 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

 取締役 副社長  取締役  管理部長  西村 功  平成19年７月１日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中

間財務諸表について、新日本監査法人による中間監査を受けております。 

 なお、前中間連結会計期間及び前中間会計期間に係る中間監査報告書は、平成19年２月13日提出の有価証券届出書

に添付されたものによっております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金     611,809 627,235   1,066,028 

２．営業未収入金     545,331 642,394   567,904 

３．その他     55,585 70,056   64,564 

貸倒引当金     △1,172 △1,360   △1,070 

流動資産合計     1,211,552 64.9 1,338,327 63.5   1,697,426 72.6

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※1         

(1) 建物及び構築物   464,833   496,531 448,901   

(2) その他   46,650 511,483 87,533 584,064 49,504 498,405 

２．無形固定資産     11,418 10,815   11,012 

３．投資その他の資産           

(1) 敷金保証金   94,584   144,440 102,167   

(2) その他   33,005 127,589 28,875 173,316 29,262 131,430 

固定資産合計     650,491 34.9 768,196 36.5   640,849 27.4

Ⅲ 繰延資産     3,017 0.2 ― ―   ― ―

資産合計     1,865,061 100.0 2,106,523 100.0   2,338,275 100.0

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．営業未払金     12,326 14,267   13,663 

２．短期借入金     160,000 100,000   100,000 

３．一年内返済予定 
長期借入金 

    439,237 358,625   460,766 

４．未払費用     155,938 188,691   155,264 

５．未払法人税等     ― 155,804   197,514 

６. 賞与引当金     29,637 31,806   30,627 

７. その他     131,509 77,351   85,968 

流動負債合計     928,649 49.8 926,547 44.0   1,043,804 44.7

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金     707,166 300,419   575,624 

固定負債合計     707,166 37.9 300,419 14.2   575,624 24.6

負債合計     1,635,815 87.7 1,226,966 58.2   1,619,428 69.3

            

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金     129,550 6.9 304,375 14.4   304,375 13.0

２．資本剰余金     79,550 4.3 254,375 12.1   254,375 10.9

３．利益剰余金     20,146 1.1 321,282 15.3   160,096 6.8

株主資本合計     229,246 12.3 880,032 41.8   718,846 30.7

Ⅱ 評価・換算差額等           

 １．その他有価証券 
評価差額金 

    ― ― △474 △0.0   ― ―

  評価・換算差額等 
合計 

    ― ― △474 △0.0   ― ―

   純資産合計     229,246 12.3   879,557 41.8   718,846 30.7 

    負債純資産合計     1,865,061 100.0 2,106,523 100.0   2,338,275 100.0

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 営業収入     1,521,187 100.0 1,852,758 100.0   3,164,071 100.0

Ⅱ 営業原価     1,196,255 78.6 1,329,501 71.8   2,392,309 75.6

営業総利益     324,931 21.4 523,256 28.2   771,761 24.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1   161,146 10.6 173,406 9.3   306,817 9.7

営業利益     163,785 10.8 349,850 18.9   464,944 14.7

Ⅳ 営業外収益          

１．受取利息   35   748 297  

２．受取保険金   1,544   141 1,574  

３．受取営業補償金   3,598   ― 3,598  

４．受取助成金   ―   311 1,109  

５．受取手数料   775   812 798  

６．雑収入   997 6,951 0.4 383 2,397 0.1 1,035 8,413 0.3

Ⅴ 営業外費用          

１．支払利息   14,210   12,485 29,139  

２. 開業費償却   3,017   ― 6,034  

３. 株式交付費   ―   ― 7,730  

４．上場関連費用   3,492   ― 15,170  

５．雑損失   310 21,029 1.4 1,643 14,128 0.8 488 58,563 1.9

経常利益     149,707 9.8 338,119 18.2   414,794 13.1

Ⅵ 特別利益          

１. 固定資産売却益 ※2 2,099   ― 2,099  

２. 損害保険金   ―   ― 28,848  

３．貸倒引当金戻入益   395 2,495 0.2 ― ― ― 162 31,110 1.0

           

Ⅶ 特別損失          

１. 固定資産除却損 ※3 1,136   626 1,287  

２．投資有価証券評価損   5,968   ― 5,224  

３．施設閉鎖損失 ※4 14,107   ― 14,119  

４. 事業所閉鎖損失 ※5 3,033   ― 3,033  

５. リース解約損失   1,985   140 3,410  

６．損害賠償損失   ― 26,231 1.7 300 1,066 0.0 28,878 55,953 1.8

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    125,971 8.3 337,052 18.2   389,951 12.3

法人税、住民税及び 
事業税 

  56,202   149,595 191,027  

法人税等調整額   8,922 65,124 4.3 3,612 153,207 8.3 △1,873 189,154 6.0

中間（当期）純利益     60,846 4.0 183,845 9.9   200,797 6.3

           



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

  前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年３月31日残高（千円） 129,550 79,550 △40,700 168,399 

中間連結会計期間中の変動額   

中間純利益 60,846 60,846 

株主資本以外の項目の中間連結会計
期間中の変動額（純額） 

  

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － 60,846 60,846 

平成18年９月30日残高（千円） 129,550 79,550 20,146 229,246 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日残高（千円） △1,817 △1,817 166,582 

中間連結会計期間中の変動額   

中間純利益   60,846 

株主資本以外の項目の中間連結会計
期間中の変動額（純額） 

1,817 1,817 1,817 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

1,817 1,817 62,663 

平成18年９月30日残高（千円） － － 229,246 



  当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成19年３月31日残高（千円） 304,375 254,375 160,096 718,846

中間連結会計期間中の変動額   

剰余金の配当 △22,660 △22,660

中間純利益 183,845 183,845

株主資本以外の項目の中間連結会計
期間中の変動額（純額） 

  

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － 161,185 161,185

平成19年９月30日残高（千円） 304,375 254,375 321,282 880,032

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成19年３月31日残高（千円） － － 718,846

中間連結会計期間中の変動額   

剰余金の配当   △22,660

中間純利益   183,845

株主資本以外の項目の中間連結会計
期間中の変動額（純額） 

△474 △474 △474

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△474 △474 160,710

平成19年９月30日残高（千円） △474 △474 879,557



  前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年３月31日残高（千円） 129,550 79,550 △40,700 168,399

連結会計年度中の変動額   

新株の発行 174,825 174,825   349,650

当期純利益 200,797 200,797

株主資本以外の項目の連結会計年度
中の変動額（純額） 

  

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

174,825 174,825 200,797 550,447

平成19年３月31日残高（千円） 304,375 254,375 160,096 718,846

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日残高（千円） △1,817 △1,817 166,582

連結会計年度中の変動額   

新株の発行   349,650

当期純利益   200,797

株主資本以外の項目の連結会計年度
中の変動額（純額） 

1,817 1,817 1,817

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

1,817 1,817 552,264

平成19年３月31日残高（千円） － － 718,846



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

  前連結会計年度の要約連結 
  キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・ 
フロー 

        

税金等調整前中間（当期） 
純利益 

  125,971 337,052 389,951 

減価償却費   25,592 24,527 51,721 

長期前払費用償却額   8,950 8,061 17,810 

開業費償却額   3,017 ― 6,034 

株式交付費   ― ― 7,730 

貸倒引当金の増減額 
（減少：△） 

  △395 289 △498 

賞与引当金の増減額 
（減少：△） 

  △3,882 1,179 △2,892 

受取利息及び受取配当金   △35 △748 △417 

支払利息   14,210 12,485 29,139 

有形固定資産除却損   1,136 626 1,287 

有形固定資産売却益   △2,099 ― △2,099 

投資有価証券評価損   5,968 ― 5,224 

施設閉鎖損失   14,107 ― 14,119 

事業所閉鎖損失   3,033 ― 3,033 

損害賠償損失   ― 300 28,878 

売上債権の増加額   △41,185 △74,489 △63,759 

仕入債務の増加額   996 603 2,333 

その他流動資産の増加額   △6,291 △8,618 △4,289 

その他流動負債の増加額   15,314 22,082 30,705 

小計   164,410 323,352 514,014 

利息及び配当金の受取額   35 748 417 

利息の支払額   △12,254 △12,270 △27,001 

損害賠償金の支払額   ― △300 △28,878 

法人税等の還付額   4,261 ― 4,261 

法人税等の支払額   △6,024 △191,446 △6,024 

営業活動によるキャッシュ・ 
フロー 

  150,429 120,083 456,787 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

  前連結会計年度の要約連結 
  キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・ 
フロー 

        

有形固定資産の取得による 
支出 

  △66,311 △106,712 △76,861 

有形固定資産の売却による 
収入 

  15,520 ― 15,520 

無形固定資産の取得による 
支出 

  △8,920 △1,250 △9,920 

敷金差入による支出   △9,313 △42,341 △18,698 

敷金解約による収入   4,311 68 5,245 

その他   △4,553 △8,634 △8,598 

投資活動によるキャッシュ・ 
フロー 

  △69,266 △158,869 △93,313 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・ 
フロー 

        

短期借入金の純増減額 
（純減少：△） 

  20,000 ― △40,000 

長期借入れによる収入   150,000 ― 250,000 

長期借入金の返済による支出   △156,071 △377,346 △366,084 

株式の発行による収入   ― ― 341,919 

配当金の支払額   ― △22,660 ― 

財務活動によるキャッシュ・ 
フロー 

  13,929 △400,006 185,835 

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
増減額（減少：△） 

  95,091 △438,792 549,310 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

  516,717 1,066,028 516,717 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末（期末）残高 

※ 611,809 627,235 1,066,028 

   



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数    ２社 

連結子会社の名称 

 ㈱オーワン 

 ㈱キャリアアップ 

 上記２社については、当中間

連結会計期間において新たに設

立したため、連結の範囲に含め

ております。 

連結子会社の数    ２社 

連結子会社の名称 

 ㈱オーワン 

 ㈱キャリアアップ 

  

連結子会社の数    ２社 

連結子会社の名称 

 ㈱オーワン 

 ㈱キャリアアップ 

 上記２社については、当連結

会計年度において新たに設立し

たため、連結の範囲に含めてお

ります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 該当事項はありません。     同左     同左 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 すべての連結子会社の中間期の

末日は中間連結決算日と一致して

おります。 

    同左  すべての連結子会社の事業年度

の末日は、連結決算日と一致して

おります。 

４．会計処理基準に関する事

項 

     

(1) 重要な資産の評価基準 

  及び評価方法 

イ．有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は主

として移動平均法により算

定）を採用しております。 

  

イ．有価証券 

    同左 

イ．有価証券 

  その他有価証券 

    時価のあるもの 

    決算期末日の市場価格等 

   に基づく時価法（評価差額 

   は、全部純資産直入法によ 

   り処理し、売却原価は移動 

   平均法により算定） 

  

   

(2) 重要な減価償却資産の 

 減価償却の方法 

イ．有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。ただし、建物（建物附属

属設備を除く）については定

額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び構築物 10～38年 

その他     ５～７年 

イ．有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。ただし、建物（建物附属

設備を除く）については、定

額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び構築物  ４～38年 

その他      ４～15年 

    (会計方針の変更) 

       当社及び国内連結子会社 

     は、法人税法の改正に伴い、 

     当中間連結会計期間より、平 

     成19年４月１日以後に取得し 

     た有形固定資産について、改 

     正後の法人税法に基づく減価 

     償却の方法に変更しておりま 

     す。 

       これにより、営業利益、経 

   常利益及び税金等調整前中間 

     純利益は、それぞれ454千円 

     減少しております。 

  

イ．有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。ただし、建物（建物附属

設備を除く）については、定

額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び構築物  ４～38年 

機械装置び運搬具 ２～６年 

その他      ４～15年 

  ロ．無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。ただし、ソフトウェア

（自社使用）については社内

における利用可能期間（５年)

による定額法を採用しており

ます。 

  

ロ．無形固定資産 

    同左 

ロ．無形固定資産 

    同左 

    

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基 

 準 

イ．貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上

しております。 

  

イ．貸倒引当金 

    同左 

イ．貸倒引当金 

    同左 

  ロ．賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞

与に充てるため、賞与支払予

定額のうち当中間連結会計期

間に属する支給対象期間に見

合う金額を計上しておりま

す。 

  

ロ．賞与引当金 

    同左 

ロ．賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞

与に充てるため、賞与支払予

定額のうち当連結会計年度に

属する支給対象期間に見合う

金額を計上しております。 

(4) 重要なリース取引の処 

 理方法 

     リース物件の所有権が借主 

    に移転すると認められるもの 

    以外のファイナンス・リース 

    取引については、通常の賃貸 

    借取引に係る方法に準じた会 

    計処理によっております。 

  

    同左     同左 

(5）その他中間連結財務諸 

  表（連結財務諸表）作 

  成のための基本となる 

  重要な事項 

  消費税等の会計処理 

  税抜方式によっており、控除 

  対象外消費税等は当中間連結会 

 計期間の費用として処理してお 

 ります。 

  消費税等の会計処理 

    同左 

  消費税等の会計処理 

  税抜方式によっており、控除 

  対象外消費税等は当連結会計年 

  度の費用として処理しておりま 

  す。 

５．中間連結キャッシュ・フ 

 ロー計算書（連結キャッ 

 シュ・フロー計算書）に 

 おける資金の範囲 

   手許現金、随時引き出し可 

  能な預金及び容易に換金可能 

  であり、かつ、価値の変動に 

  ついて僅少なリスクしか負わ 

  ない取得日から３ヶ月以内に 

  償還期限の到来する短期投資 

  からなっております。 

    同左     同左 

    



表示方法の変更 
  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

―――  （中間連結貸借対照表） 

  「未払法人税等」は、前中間連結会計期間まで、流動 

  負債「その他」に含めて表示しておりましたが、当中 

  間連結会計期間において負債純資産合計額の100分の 

  ５を超えたため区分掲記しております。 

     なお、前中間連結会計期間の「未払法人税等」の金 

  額は、60,975千円であります。  

 （中間連結損益計算書） 

  「受取助成金」は、前中間連結会計期間まで、営業外 

  収益の「雑収入」に含めて表示しておりましたが、営 

  業外収益の総額の100分の10を超えたため区分掲記し 

   ました。 

     なお、前中間連結会計期間における「受取助成金」 

  の金額は、438千円であります。  

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は 

 104,144千円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は 

 150,579千円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は 

 128,622千円であります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及 

  び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及 

  び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及 

  び金額は次のとおりであります。 

給与手当 51,664 千円

賞与引当金繰入額   2,702    

租税公課 32,864     

給与手当 47,679 千円

賞与引当金繰入額 3,091    

租税公課 38,238    

給与手当 93,749 千円

賞与引当金繰入額 2,621    

租税公課 63,617    

※２ 固定資産売却益の内訳 ※２       ―― ※２ 固定資産売却益の内訳 

土地売却益 2,099 千円     土地売却益 2,099 千円

※３ 固定資産除却損の内訳 ※３ 固定資産除却損の内訳 ※３ 固定資産除却損の内訳 

車輌運搬具除却損 754 千円

建物除却損 381    

車輌運搬具除却損 363 千円

建物除却損 95    

工具器具備品除却損     166    

車輌運搬具除却損 754 千円

建物除却損 468    

工具器具備品除却損 63    

※４ 施設閉鎖損失の内訳 ※４       ―― ※４ 施設閉鎖損失の内訳 

建物 11,259 千円

長期前払費用 248     

原状回復費用 2,600     

   

   

   

建物 11,259 千円

長期前払費用 248    

原状回復費用 2,612    

※５ 事業所閉鎖損失の内訳 ※５       ―― ※５ 事業所閉鎖損失の内訳 

解約家賃 1,528 千円

長期前払費用 811     

原状回復費用 500     

移転費用 194     

   

   

   

   

解約家賃 1,528 千円

長期前払費用 811    

原状回復費用 500    

移転費用 194     

    



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

  前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

     発行済株式の種類及び総数に関する事項 

    （注）株式分割(１:20)による増加であります。 

  当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

     １．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  

     ２．配当に関する事項 

     （1）配当金支払額 

  

     （2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの

        該当事項はありません。 

  

  
前連結会計年度末 
株式数(株) 

当中間連結会計期間
増加株式数(株) 

当中間連結会計期間
減少株式数(株) 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

  発行済株式        

   普通株式（注） 1,043 19,817 － 20,860 

    合計 1,043 19,817 － 20,860 

  
前連結会計年度末 
株式数(株) 

当中間連結会計期間
増加株式数(株) 

当中間連結会計期間
減少株式数(株) 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

   発行済株式        

   普通株式 22,660 － － 22,660 

    合計 22,660 － － 22,660 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額

（千円） 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成19年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 22,660 1,000  平成19年３月31日  平成19年６月25日 



  前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

     １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

    （注）普通株式の発行済株式総数の増加の内訳は以下のとおりです。 

        平成18年４月17日付株式分割による増加   19,817株 

        平成19年３月16日有償一般募集による増加   1,800株 

  

     ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

       該当事項はありません。 

  

     ３．配当に関する事項 

     （1）配当金支払額 

        該当事項はありません。 

  

     （2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  
前連結会計年度末 
株式数(株) 

当連結会計年度増加
株式数(株) 

当連結会計年度減少
株式数(株) 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

   発行済株式        

   普通株式（注） 1,043 21,617 － 22,660 

     合計 1,043 21,617 － 22,660 

   自己株式        

   普通株式 － － － － 

     合計 － － － － 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成19年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 22,660 利益剰余金 1,000  平成19年３月31日  平成19年６月25日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間 

 連結貸借対照表に掲記されている科目の金 

 額との関係 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間 

 連結貸借対照表に掲記されている科目の金 

 額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借 

 対照表に掲記されている科目の金額との関 

 係 

         （平成18年９月30日現在）                 （平成19年９月30日現在）                 （平成19年３月31日現在）

現金及び預金勘定 611,809 千円

現金及び現金同等物 611,809 千円

現金及び預金勘定 627,235 千円

現金及び現金同等物 627,235 千円

現金及び預金勘定 1,066,028 千円

現金及び現金同等物 1,066,028 千円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると 

 認められるもの以外のファイナンス・リ 

  ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると 

 認められるもの以外のファイナンス・リ 

  ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると 

 認められるもの以外のファイナンス・リ 

  ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償 

  却累計額相当額、減損損失累計額相当 

  額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償 

  却累計額相当額、減損損失累計額相当 

  額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償 

  却累計額相当額、減損損失累計額相当 

  額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

車輌運搬具 189,875 37,212 152,663 

工具器具備品 30,900 6,180 24,720 

合計 220,775 43,392 177,383 

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

車輌運搬具 275,219 71,672 203,546

工具器具備品 34,487 12,409 22,077

合計 309,706 84,082 225,624

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

車輌運搬具 244,634 50,219 194,414

工具器具備品 30,900 9,270 21,630

合計 275,534 59,489 216,044

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 45,830 千円

１年超 132,437 千円

合計 178,268 千円

１年内 58,352 千円

１年超 169,814 千円

合計 228,166 千円

１年内 53,264 千円

１年超  164,460 千円

合計 217,724 千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の 

  取崩額、減価償却費相当額、支払利息 

  相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の 

  取崩額、減価償却費相当額、支払利息 

  相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の 

  取崩額、減価償却費相当額、支払利息 

  相当額及び減損損失 

支払リース料 29,007 千円

減価償却費相当額 27,929 千円

支払利息相当額 1,640 千円

支払リース料 31,930 千円

減価償却費相当額 30,223 千円

支払利息相当額 2,573 千円

支払リース料 58,773 千円

減価償却費相当額 56,256 千円

支払利息相当額 3,873 千円

    
(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

    同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

    
(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5）利息相当額の算定方法 

  同左 

(5）利息相当額の算定方法 

   同左 

    
２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 741 千円

１年超 3,275 千円

合計 4,017 千円

１年内 33,804 千円

１年超 106,744 千円

合計 140,548 千円

１年内 741 千円

１年超 2,904 千円

合計 3,646 千円



（有価証券関係） 

    前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

    １．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

            該当事項はありません。 
  

    ２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について5,968千円減損処理を行っており 

        ます。 

       なお、当該株式の減損にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落し 

      た場合には全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考 

      慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 
  

    ３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

            該当事項はありません。 

  

    当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

    その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券について減損処理を行ったものはありません。 

       なお、当該株式の減損にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落し 

      た場合には全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考 

      慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

  

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

取得原価 
（千円） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

(1）株式 4,216 4,216 － 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 4,216 4,216 － 

  

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

取得原価 
（千円） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

(1）株式 4,960 4,160 △800 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 4,960 4,160 △800 



    前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

    その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について5,224千円減損処理を行っており 

        ます。 

 なお、当該株式の減損にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落し 

た場合には全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等 

を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

（デリバティブ取引関係） 

     前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月1日

    至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

        当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

（ストック・オプション等関係） 

     前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月1日

    至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

        該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対
照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

(1）株式 4,960 4,960 － 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 4,960 4,960 － 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

    前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１

   日 至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

    通所介護事業の営業収入及び営業利益の金額は、全セグメントの営業収入の合計及び営業利益の金額の合計額 

     に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

    前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１

   日 至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）において、 本邦 

   以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

    前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１

   日 至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）において、海外売

   上高がないため該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

  

 （注) １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

     前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月1日

    至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

     該当事項はありません。 

(2）【その他】 

         該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 10,989.77 円

１株当たり中間純利 

益金額 
2,916.91 円

１株当たり純資産額 38,815.44 円

１株当たり中間純利 

益金額 
8,113.21 円

１株当たり純資産額 31,723.17 円

１株当たり当期純利 

益金額 
9,589.62 円

 なお、潜在株式調整後１株当たり 

中間純利益金額については、潜在株 

式が存在しないため記載しておりま 

せん。 

 当社は、平成18年４月17日付で株 

式１株につき20株の株式分割を行な 

っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行 

われたと仮定した場合の１株当たり 

情報については、前連結会計年度の 

連結財務諸表を作成していないため 

記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり 

中間純利益金額については、潜在株 

式が存在しないため記載しておりま 

せん。 

  

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり 

中間純利益金額については、潜在株 

式が存在しないため記載しておりま 

せん。 

 当社は、平成18年４月17日付で株 

式１株につき20株の株式分割を行な 

っております。 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

中間（当期）純利益（千円） 60,846 183,845 200,797 

普通株主に帰属しない金額(千円) － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利

益（千円） 
60,846 183,845 200,797 

期中平均株式数（株） 20,860 22,660 20,939 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１．現金及び預金   584,814   595,893 1,035,058  

２．営業未収入金   545,341   642,394 567,904  

３．その他   54,977   69,985 63,671  

貸倒引当金   △1,172   △1,360 △1,070  

流動資産合計     1,183,961 63.1 1,306,914 61.8   1,665,564 71.0

Ⅱ 固定資産          

１．有形固定資産 ※1        

(1) 建物   464,833   496,531 448,901  

(2) その他   45,357   86,802 48,569  

    計   510,190   583,334 497,470  

２．無形固定資産   11,133   11,790 12,107  

３．投資その他の資産          

(1) 敷金保証金   94,584   144,440 102,167  

(2) その他   72,772   68,692 69,054  

    計   167,356   213,133 171,222  

固定資産合計     688,680 36.7 808,257 38.2   680,800 29.0

Ⅲ 繰延資産     3,017 0.2 ― ―   ― ―

資産合計     1,875,658 100.0 2,115,172 100.0   2,346,365 100.0

           

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１．営業未払金   12,326   14,267 13,663  

２．短期借入金   160,000   100,000 100,000  

３．一年内返済予定長期 
借入金 

  439,237   358,625 460,766  

４．未払費用   153,827   187,755 154,897  

５．未払法人税等   ―   155,789 197,094  

６．賞与引当金   29,205   31,445 30,543  

７．その他 ※2 136,858   77,865 85,769  

流動負債合計     931,454 49.7 925,748 43.8   1,042,733 44.4

Ⅱ 固定負債          

１．長期借入金   707,166   300,419 575,624  

固定負債合計     707,166 37.7 300,419 14.2   575,624 24.6

負債合計     1,638,620 87.4 1,226,167 58.0   1,618,357 69.0

           

（純資産の部）          

Ⅰ 株主資本          

１．資本金     129,550 6.9 304,375 14.4   304,375 13.0

２．資本剰余金          

(1) 資本準備金   79,550   254,375 254,375  

資本剰余金合計     79,550 4.2 254,375 12.0   254,375 10.8

３．利益剰余金          

(1）その他利益剰余金          

繰越利益剰余金   27,937   330,729 169,257  

利益剰余金合計     27,937 1.5 330,729 15.6   169,257 7.2

株主資本合計     237,037 12.6 889,479 42.0   728,007 31.0

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評価 
差額金 

    ― ― △474 △0.0   ― ―

評価・換算差額等合計     ― ― △474 △0.0   ― ―

純資産合計     237,037 12.6 889,005 42.0   728,007 31.0

負債純資産合計     1,875,658 100.0 2,115,172 100.0   2,346,365 100.0

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 営業収入     1,519,391 100.0 1,852,758 100.0   3,159,606 100.0

Ⅱ 営業原価     1,175,802 77.4 1,326,556 71.6   2,367,536 74.9

営業総利益     343,589 22.6 526,202 28.4   792,069 25.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費     155,503 10.2 175,973 9.5   301,778 9.6

営業利益     188,086 12.4 350,228 18.9   490,290 15.5

Ⅳ 営業外収益 ※1   7,408 0.5 2,305 0.1   8,774 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※2   21,029 1.4 14,128 0.7   58,563 1.9

経常利益     174,465 11.5 338,406 18.3   440,501 13.9

Ⅵ 特別利益     2,495 0.2 ― ―   31,110 1.0

Ⅶ 特別損失     43,197 2.9 1,066 0.1   72,920 2.3

      税引前中間(当期) 
純利益 

    133,762 8.8 337,339 18.2   398,692 12.6

      法人税、住民税及び 
 事業税 

  56,202   149,595 190,607  

      法人税等調整額   8,922 65,124 4.3 3,612 153,207 8.3 △1,873 188,734 6.0

      中間(当期)純利益     68,637 4.5 184,132 9.9   209,957 6.6

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

   前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 

資本準備金
資本剰余金
合計 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高（千円） 129,550 79,550 79,550 △40,700 △40,700 168,399 

中間会計期間中の変動額       

中間純利益     68,637 68,637 68,637 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

      

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － － 68,637 68,637 68,637 

平成18年９月30日残高（千円） 129,550 79,550 79,550 27,937 27,937 237,037 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日残高（千円） △1,817 △1,817 166,582 

中間会計期間中の変動額   

中間純利益   68,637 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

1,817 1,817 1,817 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

1,817 1,817 70,454 

平成18年９月30日残高（千円） － － 237,037 



   当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 

資本準備金
資本剰余金
合計 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益 
剰余金 

平成19年３月31日残高（千円） 304,375 254,375 254,375 169,257 169,257 728,007 

中間会計期間中の変動額       

剰余金の配当     △22,660 △22,660 △22,660 

中間純利益     184,132 184,132 184,132 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

      

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － － 161,472 161,472 161,472 

平成19年９月30日残高（千円） 304,375 254,375 254,375 330,729 330,729 889,479 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成19年３月31日残高（千円） － － 728,007

中間会計期間中の変動額   

剰余金の配当   △22,660

中間純利益   184,132

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

△474 △474 △474

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△474 △474 160,997

平成19年９月30日残高（千円） △474 △474 889,005



   前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 

資本準備金
資本剰余金
合計 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高（千円） 129,550 79,550 79,550 △40,700 △40,700 168,399 

事業年度中の変動額       

新株の発行 174,825 174,825 174,825 349,650 

当期純利益     209,957 209,957 209,957 

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

      

事業年度中の変動額合計（千円） 174,825 174,825 174,825 209,957 209,957 559,607 

平成19年３月31日残高（千円） 304,375 254,375 254,375 169,257 169,257 728,007 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日残高（千円） △1,817 △1,817 166,582

事業年度中の変動額   

新株の発行   349,650

当期純利益   209,957

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

1,817 1,817 1,817

事業年度中の変動額合計（千円） 1,817 1,817 561,424

平成19年３月31日残高（千円） － － 728,007



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

    同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

    同左 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しておりま

す。 

その他有価証券 

  時価のあるもの 

   同左  

その他有価証券 

  時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は、全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。ただし、建物（建物附属

属設備を除く）については定

額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

 建物      10～38年 

 その他     ５～７年 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。ただし、建物（建物附属

設備を除く）については定額

法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

 建物      ４～38年 

 その他     ４～15年 

  

    (会計方針の変更) 

       法人税法の改正に伴い、当 

   中間会計期間より、平成19年 

   ４月１日以後に取得した有形 

     固定資産について、改正後の 

     法人税法に基づく減価償却の 

     方法に変更しております。 

       これにより、営業利益、経 

   常利益及び税引前中間純利益 

   は、それぞれ454千円減少して 

   おります。 

  

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。ただし、建物（建物附属

設備を除く）については定額

法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

 建物      ４～38年 

 車輌運搬具   ２～６年 

 工具器具備品  ４～15年 

  

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。ただし、ソフトウェア

（自社使用）については社内

における利用可能期間(５年)

による定額法を採用しており

ます。 

  

(2）無形固定資産 

    同左 

(2）無形固定資産 

    同左 

        

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３.引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上

しております。 

  

(1) 貸倒引当金 

    同左 

(1) 貸倒引当金 

    同左 

  (2) 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞

与に充てるため、賞与支払予

定額のうち当中間会計期間に

属する支給対象期間に見合う

金額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

    同左 

(2) 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞

与に充てるため、賞与支払予

定額のうち当期に属する支給

対象期間に見合う金額を計上

しております。 

  

４．リース取引の処理方法      リース取引の所有権が借主 

    に移転すると認められるもの 

    以外のファイナンス・リース 

    取引については、通常の賃貸 

    借取引に係る方法に準じた会 

    計処理によっております。 

    同左     同左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   税抜方式によっており、控除 

  対象外消費税等は当中間会計期 

  間の費用として処理しておりま 

  す。 

  消費税等の会計処理 

    同左 

  消費税等の会計処理 

   税抜方式によっており、控除 

  対象外消費税等は当期の費用と 

 して処理しております。 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 
  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会 

 計基準） 

   当中間会計期間より、「貸借対照表の純 

  資産の部の表示に関する会計基準」（企業 

  会計基準第５号 平成17年12月９日）及び 

  「貸借対照表の純資産の部の表示に関する 

  会計基準等の適用指針」（企業会計基準適 

  用指針第８号 平成17年12月９日）を適用 

  しております。 

   これまでの資本の部の合計に相当する金 

  額は237,037千円であります。 

   なお、当中間会計期間における中間貸借 

  対照表の純資産の部については、中間財務 

  諸表等規則の改正に伴い、改正後の中間財 

  務諸表等規則により作成しております。 

  

         ――― 
 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会 

 計基準) 

   当事業年度より「貸借対照表の純資産の 

  部の表示に関する会計基準」(企業会計基 

  準委員会 平成17年12月９日 企業会計基 

  準第５号)および「貸借対照表の純資産の 

  部の表示に関する会計基準等の適用指針」 

  (企業会計基準委員会平成17年12月９日企 

  業会計基準適用指針第８号)を適用してお 

  ります。従来の資本の部の合計に相当する 

  金額は、728,007千円であります。 

     なお、財務諸表等規則の改正により、当 

   事業年度における貸借対照表の純資産の部 

  については、改正後の財務諸表等規則によ 

   り作成しております。 

  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

 ―――  （中間貸借対照表） 

  「未払法人税等」は、前中間会計期間まで、流動負債 

 「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間会計 

 期間において負債及び純資産の合計額の100分の５を超 

 えたため区分掲記しております。 

    なお、前中間会計期間の「未払法人税等」の金額は、

  60,975千円であります。  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

     前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間会計期間（自平成19年４月１日 

    至平成19年９月30日）及び前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

       該当事項はありません。 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

103,304千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

149,175千円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、 

127,423千円であります。 

※２．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺のうえ、金額的重要性が乏しいた

め、流動負債の「その他」に含めて表

示しております。 

 ただし、控除対象外消費税等は販売

費及び一般管理費として処理しており

ます。 

※２．消費税等の取扱い 

 同左 

※２．          ――― 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．      ―― ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

       受取利息 717 千円 受取利息 280 千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 14,210 千円 支払利息 12,485 千円 支払利息 29,139 千円

上場関連費用 15,170 千円

 ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額 

有形固定資産 24,145 千円

無形固定資産   960  

有形固定資産 22,875 千円

無形固定資産  1,567  

有形固定資産 48,510 千円

無形固定資産  2,486  



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると 

  認められるもの以外のファイナンス・リ 

  ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると 

  認められるもの以外のファイナンス・リ 

  ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると 

  認められるもの以外のファイナンス・リ 

  ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償 

  却累計額相当額、減損損失累計額相当 

  額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償 

  却累計額相当額、減損損失累計額相当 

  額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償 

  却累計額相当額、減損損失累計額相当 

  額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 

（千円） 

中間期
末残高
相当額 

（千円） 

車輌運搬具 189,875 37,212 152,663 

工具器具備品 30,900 6,180 24,720 

合計 220,775 43,392 177,383 

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 

（千円）

中間期
末残高
相当額 

（千円）

車輌運搬具 275,219 71,672 203,546

工具器具備品 34,487 12,409 22,077

合計 309,706 84,082 225,624

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 

（千円）

車輌運搬具 244,634 50,219 194,414

工具器具備品 30,900 9,270 21,630

合計 275,534 59,489 216,044

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 45,830 千円

１年超 132,437 千円

合計 178,268 千円

１年内 58,352 千円

１年超 169,814 千円

合計 228,166 千円

１年内 53,264 千円

１年超 164,460 千円

合計 217,724 千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の 

  取崩額、減価償却費相当額、支払利息 

  相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の 

  取崩額、減価償却費相当額、支払利息 

  相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の 

  取崩額、減価償却費相当額、支払利息 

  相当額及び減損損失 

支払リース料 29,007 千円

減価償却費相当額 27,929 千円

支払利息相当額 1,640 千円

支払リース料 31,930 千円

減価償却費相当額 30,223 千円

支払利息相当額 2,573 千円

支払リース料 58,773 千円

減価償却費相当額 56,256 千円

支払利息相当額 3,873 千円

    
(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

    
(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

 同左 

(5）利息相当額の算定方法 

  同左 

    
２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 741 千円

１年超 3,275 千円

合計 4,017 千円

１年内 33,804 千円

１年超 106,744 千円

合計 140,548 千円

１年内 741 千円

１年超 2,904 千円

合計 3,646 千円



（有価証券関係） 

     前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間会計期間（自平成19年４月１日 

    至平成19年９月30日）及び前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）のいずれにおいても 

    子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（１株当たり情報） 

  

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 11,363.27 円

１株当たり中間純利 

益金額 
3,290.40 円

１株当たり純資産額 39,232.36 円

１株当たり中間純利 

益金額 
8,125.87 円

１株当たり純資産額 32,127.43 円

１株当たり当期純利 

益金額 
10,027.11 円

 なお、潜在株式調整後１株当たり 

中間純利益金額については、潜在株 

式が存在しないため記載しておりま 

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり 

中間純利益金額については、潜在株 

式が存在しないため記載しておりま 

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額については、潜在株 

式が存在しないため記載しておりま 

せん。 

 当社は、平成18年４月17日付で株 

式１株につき20株の株式分割を行な 

っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行 

われたと仮定した場合の前事業年度 

における１株当たり情報については、

以下のとおりとなります。 

前事業年度 

１株当たり純資産額 

7,985.75 円 

１株当たり当期純利益金額 

15,464.98 円 

 なお、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額については、潜
在株式が存在しないため記載して
おりません。 

  

  

 当社は、平成18年４月17日付で株 

式１株につき20株の株式分割を行な 

っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行 

われたと仮定した場合の前事業年度 

における１株当たり情報については、

以下のとおりとなります。 

前事業年度 

１株当たり純資産額 

7,985.75 円 

１株当たり当期純利益金額 

15,464.98 円 

 なお、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額については、潜
在株式が存在しないため記載して
おりません。 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

中間（当期）純利益（千円） 68,637 184,132 209,957 

普通株主に帰属しない金額(千円) － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利

益（千円） 
68,637 184,132 209,957 

期中平均株式数（株） 20,860 22,660 20,939 



（重要な後発事象） 

     前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間会計期間（自平成19年４月１日 

    至平成19年９月30日）及び前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

        該当事項はありません。 



(2）【その他】 

         該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  (1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第５期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月22日中国財務局長に提出。 

  (2) 有価証券報告書の訂正報告書 

    平成19年９月25日中国財務局長に提出 

 事業年度（第５期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書で 

 あります。 

  (3) 自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成19年11月14日 至 平成19年11月30日）平成19年12月11日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年２月９日 

株式会社やまねメディカル  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士  中川 一之   ㊞ 

  業務執行社員   公認会計士  奥見 正浩   ㊞  

                                                                                                    

  当監査法人は、証券取引法第193条の２第の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株 

 式会社やまねメディカルの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年 

 ４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算 

 書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結 

 財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明するこ 

 とにある。 

   当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間 

 連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の 

 表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に 

 応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見 

 表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

   当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基 

 準に準拠して、株式会社やまねメディカル及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了 

 する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関 

 する有用な情報を表示しているものと認める。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                                                                     

                                                                                                     以 上 

 ※上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届出書提出会 

  社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年12月20日 

株式会社やまねメディカル  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 中川 一之   ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 奥見 正浩   ㊞ 

  

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ 

 ている株式会社やまねメディカルの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間 

 （平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結 

 損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この 

 中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表 

 明することにある。 

   当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間 

 連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の 

 表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に 

 応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見 

 表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

   当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基 

 準に準拠して、株式会社やまねメディカル及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了 

 する中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関 

 する有用な情報を表示しているものと認める。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                                                                     

                                                                                                     以 上 

 ※上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社） 

   が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年２月９日 

株式会社やまねメディカル  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  中川 一之   ㊞ 

  業務執行社員   公認会計士  奥見 正浩   ㊞ 

                                                                                                    

  当監査法人は、証券取引法第193条の２第の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株 

 式会社やまねメディカルの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第５期事業年度の中間会計期間（平成18年４ 

 月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資 

 本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の 

 立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

   当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間 

 財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな 

 いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追 

 加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための 

 合理的な基礎を得たと判断している。 

   当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠 

 して、株式会社やまねメディカルの平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成 

 18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                                                                     

                                                                                                     以 上 

 ※上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届出書提出会 

  社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年12月20日 

株式会社やまねメディカル  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  中川 一之   ㊞  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  奥見 正浩   ㊞ 

  

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ 

 ている株式会社やまねメディカルの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第６期事業年度の中間会計期間（平 

 成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中 

 間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任 

 は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

   当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間 

 財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな 

 いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追 

 加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための 

 合理的な基礎を得たと判断している。 

   当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠 

 して、株式会社やまねメディカルの平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19 

 年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                                                                     

                                                                                                     以 上 

 ※上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社） 

   が別途保管しております。 
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